
（掲示）

Ｘ ｉ サ ー ビ ス 契 約 約 款 の 一 部 改 正

〔改 正〕 〔現 行〕

第１章～第２章 （略） 第１章～第２章 （略）

第３章 Ｘｉ契約 第３章 Ｘｉ契約

第１節～第２節 （略） 第１節～第２節 （略）

第３節 定期契約 第３節 定期契約

第１７条～第１８条 （略） 第１７条～第１８条 （略）

（定期契約の満了） （定期契約の満了）

第１９条 定期契約は、当社がその定期契約に基づき契約者回線の提供を開始した 第１９条 定期契約は、当社がその定期契約に基づき契約者回線の提供を開始した

日の属する暦月の翌暦月の初日（契約者回線の提供を開始した日が暦月の初日 日の属する暦月の翌暦月の初日（契約者回線の提供を開始した日が暦月の初日

となる場合はその日とします。以下この条において「起算日」といいます。） となる場合はその日とします。以下この条において「起算日」といいます。）

から起算して２年が経過することとなる日をもって満了となります。 から起算して２年が経過することとなる日をもって満了となります。

２～５ （略） ２～５ （略）

６ 当社は、前５項に規定する定期契約の満了について、当該定期契約の満了日

の属する暦月において、当社が定める方法により、当該定期契約者（当社が定

める者を除きます。）に通知します。

第２０条～第２１条 （略） 第２０条～第２１条 （略）

第４章 Ｘｉユビキタス契約 第４章 Ｘｉユビキタス契約

第１節～第２節 （略） 第１節～第２節 （略）

第３節 Ｘｉユビキタス定期契約 第３節 Ｘｉユビキタス定期契約

第２１条の１０～第２１条の１１ （略） 第２１条の１０～第２１条の１１ （略）

第２１条の１２ Ｘｉユビキタス定期契約は、当社がそのＸｉユビキタス定期契約に 第２１条の１２ Ｘｉユビキタス定期契約は、当社がそのＸｉユビキタス定期契約に

基づき契約者回線の提供を開始した日の属する暦月の翌暦月の初日（契約者回 基づき契約者回線の提供を開始した日の属する暦月の翌暦月の初日（契約者回

線の提供を開始した日が暦月の初日となる場合はその日）から起算して２年が 線の提供を開始した日が暦月の初日となる場合はその日）から起算して２年が

経過することとなる日をもって満了となります。 経過することとなる日をもって満了となります。

２～３ （略） ２～３ （略）

４ 当社は、前３項に規定するＸｉユビキタス定期契約の満了について、当該Ｘ

ｉユビキタス定期契約の満了日の属する暦月において、当社が定める方法によ

り、当該Ｘｉユビキタス定期契約者（当社が定める者を除きます。）に通知し

ます。

第４章の２～第１４章 （略） 第４章の２～第１４章 （略）

料金表 料金表

通則 通則
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１～１６ （略） １～１６ （略）

１７ 前項の規定により電子媒体による請求額情報の通知の取扱いの廃止があったときは、その １７ 前項の規定により電子媒体による請求額情報の通知の取扱いの廃止があったときは、その廃

廃止があった日を含む暦月までのそのＸｉに係る料金等を、第１４項に規定する減額の対象と 止があった日を含む暦月の翌暦月までのそのＸｉに係る料金等を、第１４項に規定する減額の対

します。 象とします。

ただし、歴月の初日におけるＸｉ契約の解除により電子媒体による請求額情報の通知の取

扱いの廃止があったときは、その廃止があった日を含む暦月の前暦月までのそのＸｉに係る

料金等を、第１４項に規定する減額の対象とします。

１８～２３ （略） １８～２３ （略）

（注）（略） （注）（略）

第１表 料金（国際アウトローミング利用料、無線ＩＰアクセス定額利用料及びその他のサー 第１表 料金（国際アウトローミング利用料、無線ＩＰアクセス定額利用料及びその他のサー

ビスの料金を除きます。） ビスの料金を除きます。）

第１～２ （略） 第１～２ （略）

第３ 通信料 第３ 通信料

１ 適用 １ 適用

通 信 料 の 適 用 通 信 料 の 適 用

（略） （略） （略） （略）

（８） の２ データ ア Ｘｉ契約者は、次表に規定する定額通信料を支払った場合に、Ｘ （８） の２ データ ア Ｘｉ契約者は、次表に規定する定額通信料を支払った場合に、Ｘ

通信モードの定 ｉサービスの契約者回線との間のデータ通信モードによる通信（当 通信モードの定 ｉサービスの契約者回線との間のデータ通信モードによる通信（当

額通信料の適用 社が別に定める通信を除きます。）に関する料金について、その月間 額通信料の適用 社が別に定める通信を除きます。）に関する料金について、その月間

等 累計額（料金月単位で累計した額とし、この取扱いの選択の申出前 等 累計額（料金月単位で累計した額とし、この取扱いの選択の申出前

又はこの取扱いの廃止後に利用した通信に係る料金額を除きます。） 又はこの取扱いの廃止後に利用した通信に係る料金額を除きます。）

に代えて、その定額通信料を適用する取扱い（以下「データ定額 に代えて、その定額通信料を適用する取扱い（以下「データ定額

パック」といいます。）を選択することができます。この場合におい パック」といいます。）を選択することができます。この場合におい

て、データ定額パックには次の区分があり、いずれか１つを選択 て、データ定額パックには次の区分があり、いずれか１つを選択

し、あらかじめ当社に申し出ていただきます。 し、あらかじめ当社に申し出ていただきます。

１契約ごとに １契約ごとに

区 分 定額通信料（月額） 定額上限値 上限 区 分 定額通信料（月額） 定額上限値 上限

回線数 回線数

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

シ フ データＳパ ３，５００円 ２ＧＢ ２０ シ データＳパック ３，５００円 ２ＧＢ １０

ン ァ ック （ ３，７８０円） ン （小容量） （ ３，７８０円）

グ ミ （小容量） グ

ル リ ル

パ ー データＭパ ５，０００円 ５ＧＢ ２０ パ データＭパック ５，０００円 ５ＧＢ １０

ッ シ ック （５，４００ 円） ッ （標準） （５，４００ 円）

ク ン （標準） ク

グ

ル データＬパ ６，７００円 ８ＧＢ ２０ データＬパック ６，７００円 ８ＧＢ １０

パ ック （ ７，２３６円） （大容量） （ ７，２３６円）

ッ （大容量）

ク
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ビ データＳパ ３，５００円 ２ＧＢ １０

ジ ック （ ３，７８０円）

ネ （小容量）

ス

シ データＭパ ５，０００円 ５ＧＢ １０

ン ック （５，４００ 円）

グ （標準）

ル

パ データＬパ ６，７００円 ８ＧＢ １０

ッ ック （ ７，２３６円）

ク （大容量）

フ シェアパック１０ ９，５００円 １０ＧＢ ２０ フ シェアパック１０ ９，５００円 １０ＧＢ １０

ァ （小容量） （１０，２６０円） ァ （小容量） （１０，２６０円）

ミ ミ

リ シェアパック１５ １２，５００円 １５ＧＢ ２０ リ シェアパック１５ １２，５００円 １５ＧＢ １０

｜ （標準） （１３，５００円） ｜ （標準） （１３，５００円）

シ シ

ェ シェアパック２０ １６，０００円 ２０ＧＢ ２０ ェ シェアパック２０ １６，０００円 ２０ＧＢ １０

ア （大容量） （１７，２８０円） ア （大容量） （１７，２８０円）

パ パ

ッ シェアパック３０ ２２，５００円 ３０ＧＢ ２０ ッ シェアパック３０ ２２，５００円 ３０ＧＢ １０

ク （大容量） （２４，３００円） ク （大容量） （２４，３００円）

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

イ アの規定にかかわらず、次のいずれかに該当するときは、データ イ アの規定にかかわらず、次のいずれかに該当するときは、データ

定額パックを選択することができません。 定額パックを選択することができません。

（ア）ファミリーシングルパック又はファミリーシェアパックを選択 （ア）ファミリーシェアパックを選択するＸｉの契約者名義が法人

するＸｉの契約者名義が法人（法人に相当するものと当社が認め （法人に相当するものと当社が認めるものを含みます。以下この

るものを含みます。以下この欄において同じとします。）のとき。 欄において同じとします。）のとき。

（イ）ビジネスシングルパック又はビジネスシェアパックを選択する （イ）ビジネスシェアパックを選択するＸｉの契約者名義が法人以外

Ｘｉの契約者名義が法人以外のとき。 のとき。

ウ～ナ （略） ウ～ナ （略）

（略） （略） （略） （略）

（１０）ショートメッ ア 外国の電気通信事業者が提供する電気通信サービス（国際アウト （１０）ショートメッ ア 外国の電気通信事業者が提供する電気通信サービス（国際アウト

セージ通信モー ローミングを除きます。）に係る電気通信回線との間のショートメッ セージ通信モー ローミングを除きます。）に係る電気通信回線との間のショートメッ

ドによる通信の セージ通信モードによる通信（以下「国際ショートメッセージ通 ドによる通信の セージ通信モードによる通信（以下「国際ショートメッセージ通

料金の適用 信」といいます。）に関する料金については、２（料金額）の２－４ 料金の適用 信」といいます。）に関する料金については、２（料金額）の２－４

の２－４－２に規定する額を適用します。 の２－４－２に規定する額を適用します。

イ 基本使用料の料金種別が総合利用プランのＸｉの国際ショート イ 基本使用料の料金種別が総合利用プランのＸｉの国際ショート

メッセージ通信モードに係る通信の料金は、（１１） 及び（１６）に規定 メッセージ通信モードに係る通信の料金は、繰越残額があるとき

する繰越残額があるときは、アの規定により算定した額の月間累計 は、アの規定により算定した額の月間累計額からその繰越残額の合

額からその繰越残額を控除した額を適用します。 計額を控除した額を適用します。

ただし、その月間累計額が繰越残額に満たない場合は、その月間 ただし、その月間累計額が繰越残額に満たない場合は、その月間

計額を控除した額を適用します。 累計額を控除した額を適用します。

（１１）総合利用プラ ア 基本使用料の料金種別が総合利用プランのＸｉの通信（当社が別 （１１）総合利用プラ ア 基本使用料の料金種別が総合利用プランのＸｉの通信（当社が別

ンにおける通信 に定める通信を除きます。以下この欄及び（１６）において同じ とし ンにおける通信 に定める通信を除きます。以下この欄、（１４）及び（１６）において同じ

料の適用 ます。）に関する料金（他社相互接続通信に係る料金等通信料に 合 料の適用 とします。）に関する料金（他社相互接続通信に係る料金等通信料に

算して請求するものであって、当社が別に定めるものを含み、 （９） 合算して請求するものであって、当社が別に定めるものを含み、
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に規定する料金を除きます。以下この欄及び（１６）におい て同じとし （９） に規定する料金を除きます。以下この欄、（１４）及び（１６）におい

ます。）については、イに規定する引継繰越額を控除した 額を適用し て同じとします。）については、イに規定する引継繰越額を控除した

ます。 額を適用します。

ただし、その月間累計額が引継繰越額に満たない場合は、その月 ただし、その月間累計額が引継繰越額に満たない場合は、その月

間累計額を控除した額を適用します。 間累計額を控除した額を適用します。

イ （略） イ （略）

ウ 総合利用プランのＸｉの通信に関する料金の月間累計額が引継繰 ウ 総合利用プランのＸｉの通信に関する料金の月間累計額が引継繰

越額に満たない場合は、この約款及び国際電話サービス契約約款に 越額に満たない場合は、この約款及び国際電話サービス契約約款に

定めるところにより、そのＸｉに係る国際アウトローミング利用等 定めるところにより、そのＸｉに係る国際アウトローミング利用等

に係る料金（国際アウトローミング利用料、国際電話サービスの通 に係る料金（国際アウトローミング利用料、国際電話サービスの通

話料又は国際ショートメッセージ通信料をいい ます。以下同じと 話料、国際ショートメッセージ通信料又は国際ＭＭＳ通信料をいい

します。）から繰越残額（引継繰越額から月間累計額を控除した額を ます。以下同じとします。）から繰越残額（引継繰越額から月間累計

いいます。以下この欄において同じとします。）を控除します。 額を控除した額をいいます。以下この欄において同じとします。）を

ただし、国際アウトローミング利用等に係る料金の月間累計額が 控除します。

繰越残額に満たない場合は、その国際アウトローミング利用等に係 ただし、国際アウトローミング利用等に係る料金の月間累計額が

る料金の月間累計額を控除した額を適用します。 繰越残額に満たない場合は、その国際アウトローミング利用等に係

エ～カ （略） る料金の月間累計額を控除した額を適用します。

キ アに規定する引継繰越額の適用は、その引継繰越額が生じた料金 エ～カ （略）

月の総合利用プランに係る月間累計額から控除するものとします。

ただし、（１５）に規定する定期契約等に係る通信料の月極割引の適

用を受けている場合の引継繰越額は、その引継繰越額が生じた料金

月、翌料金月又は翌々料金月の総合利用プランに係る月間累計額か

ら控除するものとします。

（注）（略） （注）（略）

（略） （略） （略） （略）

（１３）複数回線複合 ア～オ （略） （１３）複数回線複合 ア～オ （略）

割引（ファミ カ 当社は、オに規定する申出があったときは、次のいずれかに該当 割引（ファミ カ 当社は、オに規定する申出があったときは、次のいずれかに該当

リ－割引）の適 する場合を除いて、これを承諾します。 リ－割引）の適 する場合を除いて、これを承諾します。

用 （ア）～（イ）（略） 用 （ア）～（イ）（略）

（ウ） 指定した割引回線群に係る割引選択回線（当該料金月におい （ウ） 指定した割引回線群に係る割引選択回線（当該料金月におい

てその割引回線群における本割引の適用を廃止する申出があっ てその割引回線群における本割引の適用を廃止する申出があっ

たものを含みます。）の数が２以上２０以下とならないとき。 たものを含みます。）の数が２以上１０以下とならないとき。

（エ）～（カ）（略） （エ）～（カ）（略）

キ～セ （略） キ～セ （略）

（略） （略） （略） （略）

（１４）の２ 削除 （１４）複数回線複合 ア 総合利用プランを選択しているＸｉ契約者が、（１３）に規定する複

割引の適用を受 数回線複合割引の適用を受けている場合は、そのＸｉの通信に関す

けているＸｉの る料金については、２（料金額）の規定により算定した額の月間累

引継繰越額の適 計額（料金月単位で累計した額とし、引継繰越額（（１１）に規定する

用 ものをいいます。以下この欄において同じとします。）を適用した後

の額とします。以下この欄において同じとします。）からイに規定す

る繰越共有額を控除した額を適用します。

ただし、その月間累計額が繰越共有額に満たない場合は、その月

間累計額を控除した額を適用します。

イ この欄において繰越共有額とは、そのＸｉに係る割引回線群を構

成する他の割引選択回線において、翌料金月又は翌々料金月に控除

できなかった繰越額（当該契約約款に規定するものをいいます。）又

は引継繰越額が生じたときに、その合計額をその割引回線群を構成

する割引選択回線（データ専用プランに係るものを除きます。）に係

る月間累計額（パケット通信サービスに係るものを含みます。）及び
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国際アウトローミング利用等に係る料金の月間累計額の合計額に応

じて当社が分配する額をいい、その料金月の月間累計額から控除し

ます。

ウ 割引代表回線に係るＸｉ契約者は、イに規定する「他の割引選択

回線」を「他の割引選択回線（当社が別に定める方法により、その

Ｘｉと料金その他の債務を一括して請求しているＸｉ若しくはＦＯ

ＭＡに限ります。以下この欄において同じとします。）」に読み替え

て適用する取扱いを選択することができます。

エ 当社は、割引代表回線に係るＸｉ契約者からウに規定する申出が

あったときは、その割引代表回線に係る割引回線群を構成する他の

割引選択回線についても、ウの規定を適用します。

オ アからエの規定にかかわらず、割引選択回線に係る契約の解除又

は名義変更があった場合は、その割引選択回線に係る繰越共有額が

適用されないことがあります。

カ アのただし書の場合においては、国際アウトローミング利用等に

係る料金から繰越残額（繰越共有額からその月間累計額を控除した

額をいいます。）を控除します。

キ 指定割引回線群（（１３）に規定するものをいいます。）に属する

Ｘｉに係る通信に関 する料金については、アからカの規定に準じ

て取り扱います。

（略） （略） （略） （略）

（１６）定期契約に係 ア （略） （１６）定期契約に係 ア （略）

る通信料月極割 イ この欄において繰越共有額とは、そのＸｉに係る指定割引回線群 る通信料月極割 イ この欄において繰越共有額とは、そのＸｉに係る指定割引回線群

引の適用を受け （（１５）に規定するものをいいます。）を構成する他のＸｉ等（当社が 引の適用を受け （（１５）に規定するものをいいます。）を構成する他のＸｉ等（当社が

ているＸｉに係 別に定める方法により、そのＸｉと料金その他債務を一括して請求 ているＸｉに係 別に定める方法により、そのＸｉと料金その他債務を一括して請求

る引継繰越額の しているものに限ります。以下この欄において「共有対象Ｘｉ等」 る引継繰越額の しているものに限ります。以下この欄において「共有対象Ｘｉ等」

適用 といいます。）において、当該料金月において控除できなかった前々 適用 といいます。）において、翌料金月又は翌々料金月に控除できなかっ

料金月における引継繰越額が生じたときに、その合計額をそのＸｉ た繰越額（当該契約約款に規定するものをいいます。）又は引継繰越

及び共有対象Ｘｉ等に係る月間累計額及び国際アウトローミング利 額が生じたときに、その合計額をそのＸｉ及び共有対象Ｘｉ等に係

用等に係る料金の月間累計額の合計額に応じて当社が分配する額を る月間累計額及び国際アウトローミング利用等に係る料金の月間累

いい、その料金月の月間累計額から控除します。 計額の合計額に応じて当社が分配する額をいい、その料金月の月間

累計額から控除します。

ウ～エ （略） ウ～エ （略）

（略） （略） （略） （略）

第２表～第３表 第２表～第３表

第４表 国際アウトローミング利用料 第４表 国際アウトローミング利用料

１ 適用 １ 適用

国際アウトローミング利用料の適用 国際アウトローミング利用料の適用

（略） （略） （略） （略）

（２） 国 際 ア ウ ト ア～イ （略） （２） 国 際 ア ウ ト ア～イ （略）
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ローミング利用 ウ 料金表第１表第３（通信料）の１（適用） の （１１） 及び（１６）に規定す ローミング利用 ウ 料金表第１表第３（通信料）の１（適用） の （１１） 、（１４）及び（１６）に

料の適用等 る繰越残額があるときは、アの規定により算定した額の月間累計額 料の適用等 規定する繰越残額があるときは、アの規定により算定した額の月間

（料金月単位で累計（請求の際に確認できなかった料金については 累計額（料金月単位で累計（請求の際に確認できなかった料金につ

確認ができた料金月に累計）した額とし、（４） 及び（７） の適用を受 いては確認ができた料金月に累計）した額とし、（４） 及び（７） の適

ける通信に係るものを除きます。）からその繰越残額を控除した額を 用を受ける通信に係るものを除きます。）からその繰越残額を控除し

適用します。 た額を適用します。

ただし、その月間累計額が繰越残額に満たない場合は、その月間 ただし、その月間累計額が繰越残額に満たない場合は、その月間

累計額を控除した額を適用します。 累計額を控除した額を適用します。

（略） （略） （略） （略）

別表１～別表７ （略） 別表１～別表７ （略）

別表８ 国際アウトローミングに係る外国の電気通信事業者 別表８ 国際アウトローミングに係る外国の電気通信事業者

１ ２以外のもの １ ２以外のもの

地域 事業者名 利用できる通信の種類及び国際アウトローミ 地域 事業者名 利用できる通信の種類及び国際アウトローミ

ング利用料の区分（通話モード又は６４ｋｂ／ｓデ ング利用料の区分（通話モード又は６４ｋｂ／ｓデ

ジタル通信モードにより国際アウトローミン ジタル通信モードにより国際アウトローミン

グに係る電気通信回線へ着信する通信に係る グに係る電気通信回線へ着信する通信に係る

ものを除きます。）に係るグループ ものを除きます。）に係るグループ

通話モード ６４ｋｂ／ｓデ パケット ショート 通話モード ６４ｋｂ／ｓデ パケット ショート

ジタル通 通信モー メッセー ジタル通 通信モー メッセー

信モード ド ジ通信モ 信モード ド ジ通信モ

ード ード

南 アメリカ合衆 南 アメリカ合衆

・ 国 ・ 国

北 （略） （略） （略） （略） （略） 北 （略） （略） （略） （略） （略）

ア ア

メ メ

リ リ

カ カ

地 地 Ｃｉｎｃｉｎｎａｔｉ Ｂｅｌｌ Ｗｉｒｅｌｅ ８ － Ａ ○

方 方 ｓｓ， ＬＬＣ ●

Ⅰ

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

ア ア

ジ ジ

ア （略） （略） （略） （略） （略） （略） ア （略） （略） （略） （略） （略） （略）

地 地
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方 方

オ オ

セ セ

ア （略） （略） （略） （略） （略） （略） ア （略） （略） （略） （略） （略） （略）

ニ ニ

ア ア

地 地

方 方

ヨ ヨ

︲ （略） （略） （略） （略） （略） （略） ︲ （略） （略） （略） （略） （略） （略）

ロ ロ

ッ ッ

パ スイス連邦 Ｓａｌｔ Ｍｏｂｉｌｅ ＳＡ （略） （略） （略） （略） パ スイス連邦 Ｏｒａｎｇｅ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ （略） （略） （略） （略）

地 地 ＳＡ

方 方

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

ロシア ロシア

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

ＭｅｇａＦｏｎ， Ｐｕｂｌｉｃ Ｊｏｉｎｔ （略） （略） （略） （略） ＭｅｇａＦｏｎ， Ｏｐｅｎ Ｊｏｉｎｔ Ｓｔ （略） （略） （略） （略）

Ｓｔｏｃｋ Ｃｏｍｐａｎｙ ｏｃｋ Ｃｏｍｐａｎｙ

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

ア ア

フ フ

リ （略） （略） （略） （略） （略） （略） リ （略） （略） （略） （略） （略） （略）

カ カ

地 地

方 方

備考 備考

１～２ （略） １～２ （略）

－７－



（注）通信の種類のうち△印が付されているものについては、平成２７年７月３０日までの間にお （注）通信の種類のうち△印が付されているものについては、平成２７年６月３０日までの間にお

いて提供開始予定であり、それぞれ提供が開始されたときにはインターネット等を利用し いて提供開始予定であり、それぞれ提供が開始されたときにはインターネット等を利用し

てそのことを掲示します。 てそのことを掲示します。

２ （略） ２ （略）

別表９ （略） 別表９ （略）

附則（平成２７年５月２１日経企第 ３５４号）

（実施期日）

１ この改正規定は、平成２７年６月１日から実施します。

（料金の支払いに関する経過措置）

２ この改正規定実施前に、改正前の規定により支払い又は支払わなければならなかったＸｉ

サービスの料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。

（その他）

３ 経企第７０２ 号（平成２６年８月８日）の附則第４項第７号中「（１）から（６）」を「（１）から

（７）」へ改め、同号を第８号とし、第６号の次に次の一号を加えます。

（７）当社は、旧プランＸｉに係る定期契約の満了について、当該旧プランＸｉに係る定期

契約の満了日の属する暦月において、当社が定める方法により、当該旧プランＸｉに

係る定期契約者（当社が定める者を除きます。）に通知します。

－８－



（掲示）

Ｆ Ｏ Ｍ Ａ サ ー ビ ス 契 約 約 款 の 一 部 改 正

〔改 正〕 〔現 行〕

第１章～第２章 （略） 第１章～第２章 （略）

第３章 ＦＯＭＡ契約 第３章 ＦＯＭＡ契約

第１節～第２節 （略） 第１節～第２節 （略）

第３節 第１種定期契約 第３節 第１種定期契約

第２０条～第２１条の２ （略） 第２０条～第２１条の２ （略）

（第１種定期契約の満了） （第１種定期契約の満了）

第２２条 第１種定期契約は、当社がその第１種定期契約に基づき契約者回線の提 第２２条 第１種定期契約は、当社がその第１種定期契約に基づき契約者回線の提

供を開始した日の属する暦月の翌暦月の初日（契約者回線の提供を開始した日 供を開始した日の属する暦月の翌暦月の初日（契約者回線の提供を開始した日

が暦月の初日となる場合はその日）から起算して次表に規定する期間が経過す が暦月の初日となる場合はその日）から起算して次表に規定する期間が経過す

ることとなる日をもって満了となります。 ることとなる日をもって満了となります。

２～３ （略） ２～３ （略）

４ 当社は、前３項に規定する第１種定期契約の満了について、当該第１種定期

契約の満了日の属する暦月において、当社が定める方法により、当該第１種定

期契約者（当社が定める者を除きます。）に通知します。

第２３条～第２３条の２ （略） 第２３条～第２３条の２ （略）

第４節 （略） 第４節 （略）

第５節 第２種定期契約 第５節 第２種定期契約

第２３条の１２～第２３条の１３（略） 第２３条の１２～第２３条の１３（略）

（第２種定期契約の満了） （第２種定期契約の満了）

第２３条の１４ 第２種定期契約は、当社がその第２種定期契約に基づき契約者回線 第２３条の１４ 第２種定期契約は、当社がその第２種定期契約に基づき契約者回線

の提供を開始した日の属する暦月の翌暦月の初日（契約者回線の提供を開始し の提供を開始した日の属する暦月の翌暦月の初日（契約者回線の提供を開始し

た日が暦月の初日となる場合はその日）から起算して２年が経過することとな た日が暦月の初日となる場合はその日）から起算して２年が経過することとな

る日をもって満了となります。 る日をもって満了となります。

２～４ （略） ２～４ （略）

５ 当社は、前４項に規定する第２種定期契約の満了について、当該第２種定期

契約の満了日の属する暦月において、当社が定める方法により、当該第２種定

期契約者（当社が定める者を除きます。）に通知します。

第２３条の１５～第２４条（略） 第２３条の１５～第２４条（略）

第４章 ＦＯＭＡユビキタス契約 第４章 ＦＯＭＡユビキタス契約

第１節～第２節 （略） 第１節～第２節 （略）

第３節 第１種ＦＯＭＡユビキタス契約 第３節 第１種ＦＯＭＡユビキタス契約

第２４条の８～第２４条の９（略） 第２４条の８～第２４条の９（略）

（第１種ＦＯＭＡユビキタス定期契約の満了） （第１種ＦＯＭＡユビキタス定期契約の満了）

－１－



第２４条の１０ 第１種ＦＯＭＡユビキタス定期契約は、当社がその第１種ＦＯＭＡ 第２４条の１０ 第１種ＦＯＭＡユビキタス定期契約は、当社がその第１種ＦＯＭＡ

ユビキタス定期契約に基づき契約者回線の提供を開始した日の属する暦月の翌 ユビキタス定期契約に基づき契約者回線の提供を開始した日の属する暦月の翌

暦月の初日（契約者回線の提供を開始した日が暦月の初日となる場合はその 暦月の初日（契約者回線の提供を開始した日が暦月の初日となる場合はその

日）から起算して２年が経過することとなる日をもって満了となります。 日）から起算して２年が経過することとなる日をもって満了となります。

２ （略）

３ 当社は、前２項に規定する第１種ＦＯＭＡユビキタス定期契約の満了につい

て、当該第１種ＦＯＭＡユビキタス定期契約の満了日の属する暦月において、

当社が定める方法により、当該第１種ＦＯＭＡユビキタス定期契約者（当社が

定める者を除きます。）に通知します。

第２４条の１１～第２４条の１４（略） 第２４条の１１～第２４条の１４（略）

第４節 （略） 第４節 （略）

第５節 第２種ＦＯＭＡユビキタス契約 第５節 第２種ＦＯＭＡユビキタス契約

第２４条の２２～第２４条の２３（略） 第２４条の２２～第２４条の２３（略）

（第２種ＦＯＭＡユビキタス定期契約の満了） （第２種ＦＯＭＡユビキタス定期契約の満了）

第２４条の２４ 第２種ＦＯＭＡユビキタス定期契約は、当社がその第２種ＦＯＭＡ 第２４条の２４ 第２種ＦＯＭＡユビキタス定期契約は、当社がその第２種ＦＯＭＡ

ユビキタス定期契約に基づき契約者回線の提供を開始した日の属する暦月の翌 ユビキタス定期契約に基づき契約者回線の提供を開始した日の属する暦月の翌

暦月の初日（契約者回線の提供を開始した日が暦月の初日となる場合はそ 暦月の初日（契約者回線の提供を開始した日が暦月の初日となる場合はそ

の日）から起算して２年が経過することとなる日をもって満了となります。 の日）から起算して２年が経過することとなる日をもって満了となります。

２～３ （略） ２～３ （略）

４ 当社は、前３項に規定する第２種ＦＯＭＡユビキタス定期契約の満了につい

て、当該第２種ＦＯＭＡユビキタス定期契約の満了日の属する暦月において、

当社が定める方法により、当該第２種ＦＯＭＡユビキタス定期契約者（当社が

定める者を除きます。）に通知します。

第４章の３ ＦＯＭＡプリペイド契約 第４章の３ ＦＯＭＡプリペイド契約

第２４条の３２～第２８条 （略） 第２４条の３２～第２８条 （略）

（ＦＯＭＡプリペイドに係る料金の前払い登録に伴う利用可能期間） （ＦＯＭＡプリペイドに係る料金の前払い登録に伴う利用可能期間）

第２９条 当社は、料金表通則第２１項（ＦＯＭＡプリペイドに係る料金の前払い登 第２９条 当社は、料金表通則第１９項（ＦＯＭＡプリペイドに係る料金の前払い登

録）の規定により料金の前払い登録があったときは、利用可能期間を設定しま 録）の規定により料金の前払い登録があったときは、利用可能期間を設定しま

す。この場合において、利用可能期間は、ＦＯＭＡプリペイド契約に基づいて す。この場合において、利用可能期間は、ＦＯＭＡプリペイド契約に基づいて

当社が契約者回線の提供を開始した日から起算します。 当社が契約者回線の提供を開始した日から起算します。

ただし、ＦＯＭＡプリペイド第２種契約の利用可能期間は、利用可能期間に ただし、ＦＯＭＡプリペイド第２種契約の利用可能期間は、利用可能期間に

おいて、契約者との間のパケット通信モードによる通信に係る通信データ量 おいて、契約者との間のパケット通信モードによる通信に係る通信データ量

が、通信可能データ量（利用可能期間内において、ＦＯＭＡプリペイド第２種 が、通信可能データ量（利用可能期間内において、ＦＯＭＡプリペイド第２種

契約の契約者回線との間の通信（当社が別に定めるものを除きます。）が可能で 契約の契約者回線との間の通信（当社が別に定めるものを除きます。）が可能で

あるデータ量をいいます。以下同じとします。）に到達したときはその日まで あるデータ量をいいます。以下同じとします。）に到達したときはその日まで

とします。 とします。

２～５ （略） ２～５ （略）

５ 当社は、前２項の規定により利用可能期間の更新の請求があった場合であっ ５ 当社は、前２項の規定により利用可能期間の更新の請求があった場合であっ

て、料金表通則第２１項の規定により料金の前払い登録があったときは、利用可 て、料金表通則第１９項の規定により料金の前払い登録があったときは、利用可

能期間を更新します。この場合において、更新された利用可能期間は、その前 能期間を更新します。この場合において、更新された利用可能期間は、その前

払い登録があった日から起算します。 払い登録があった日から起算します。
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第３０条 （略） 第３０条 （略）

（当社が行うＦＯＭＡプリペイド契約の解除） （当社が行うＦＯＭＡプリペイド契約の解除）

第３１条 当社は、ＦＯＭＡプリペイド契約者がその利用可能期間が終了した日の 第３１条 当社は、ＦＯＭＡプリペイド契約者がその利用可能期間が終了した日の

翌日から起算して３０日以内に、第２９条（ＦＯＭＡプリペイドに係る料金の前払 翌日から起算して３０日以内に、第２９条（ＦＯＭＡプリペイドに係る料金の前払

い登録に伴う利用可能期間）に規定する利用可能期間の更新がされない場合 い登録に伴う利用可能期間）に規定する利用可能期間の更新がされない場合

は、そのＦＯＭＡプリペイド契約を解除します。 は、そのＦＯＭＡプリペイド契約を解除します。

２～３ （略） ２～３ （略）

４ 前３項の規定によるほか、当社は、ＦＯＭＡプリペイド契約者が料金表通則 ４ 前３項の規定によるほか、当社は、ＦＯＭＡプリペイド契約者が料金表通則

第２１項（ＦＯＭＡプリペイドに係る料金の前払い登録）の規定により料金の前 第１９項（ＦＯＭＡプリペイドに係る料金の前払い登録）の規定により料金の前

払い登録を行った場合であって、当社がその前払い料金の支払いの事実を確認 払い登録を行った場合であって、当社がその前払い料金の支払いの事実を確認

できないときは、そのＦＯＭＡプリペイド契約を解除することがあります。 できないときは、そのＦＯＭＡプリペイド契約を解除することがあります。

第３２条 （略） 第３２条 （略）

第６章～第１４章 （略） 第６章～第１４章 （略）

料金表 料金表

通則 通則

１～１６ （略） １～１６ （略）

１７ 前項の規定により電子媒体による請求額情報の通知の取扱いの廃止があったときは、その

廃止があった日を含む暦月までのそのＸｉに係る料金等を、第１４項に規定する減額の対象と

します。

ただし、歴月の初日におけるＦＯＭＡ契約の解除により電子媒体による請求額情報の通知

の取扱いの廃止があったときは、その廃止があった日を含む暦月の前暦月までのそのＦＯＭ

Ａに係る料金等を、第１４項に規定する減額の対象とします。

１８ （略） １７ （略）

（料金等の支払い） （料金等の支払い）

１９ 契約者は、料金（別表２に規定するプリペイドＩＳＰ機能に係る付加機能使用料及びＦＯ １８ 契約者は、料金（別表２に規定するプリペイドＩＳＰ機能に係る付加機能使用料及びＦＯＭ

ＭＡプリペイドの契約者回線との間の通信に関する料金を除きます。）及び工事費につい Ａプリペイドの契約者回線との間の通信に関する料金を除きます。）及び工事費について、第

て、第２４項に規定する場合を除き、所定の支払期日までに支払っていただきます。この場合 ２３項に規定する場合を除き、所定の支払期日までに支払っていただきます。この場合におい

において、契約者は、その料金及び工事費（第７５条（債権の譲渡等）の規定により、当社が て、契約者は、その料金及び工事費（第７５条（債権の譲渡等）の規定により、当社が請求事業

請求事業者へ譲渡したものを除きます。）について、当社が指定するＦＯＭＡサービス取扱 者へ譲渡したものを除きます。）について、当社が指定するＦＯＭＡサービス取扱所又は金融

所又は金融機関等において支払っていただきます。 機関等において支払っていただきます。

２０～２６ （略） １９～２５ （略）

（注）当社は、第２６項の規定により料金等の減免を行ったときは、関係のＦＯＭＡサービス取 （注）当社は、第２５項の規定により料金等の減免を行ったときは、関係のＦＯＭＡサービス取扱

扱所に掲示する等の方法により、その旨を周知します。 所に掲示する等の方法により、その旨を周知します。

第１表 料金（国際アウトローミング利用料、無線ＩＰアクセス定額利用料及びその他のサー 第１表 料金（国際アウトローミング利用料、無線ＩＰアクセス定額利用料及びその他のサー

ビスの料金を除きます。） ビスの料金を除きます。）

第１ 基本使用料 第１ 基本使用料

１ 適用 １ 適用

基 本 使 用 料 の 適 用 基 本 使 用 料 の 適 用

（略） （略） （略） （略）
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（３） 複数回線複合 ア～エ （略） （３） 複数回線複合 ア～エ （略）

割引（ファミ オ 当社は、エに規定する申出があったときは、次のいずれかに該当 割引（ファミ オ 当社は、エに規定する申出があったときは、次のいずれかに該当

リー割引）の適 する場合を除いて、これを承諾します。 リー割引）の適 する場合を除いて、これを承諾します。

用 （ア）～（イ）（略） 用 （ア）～（イ）（略）

（ウ） 指定した割引回線群に係る割引選択回線（その基本使用料の （ウ） 指定した割引回線群に係る割引選択回線（その基本使用料の

料金種別が定額データプラン若しくはタイプ２ｉｎ１であるもの、 料金種別が定額データプラン若しくはタイプ２ｉｎ１であるもの、

２年定期契約を締結しているもの、（７） に規定する身体障がい ２年定期契約を締結しているもの、（７） に規定する身体障がい

者等割引の適用を受けているもの及び当該暦月においてその割 者等割引の適用を受けているもの及び当該暦月においてその割

引回線群に係るファミリー割引の適用を廃止する申出があった 引回線群に係るファミリー割引の適用を廃止する申出があった

ものを含みます。）の数が２以上２０以下とならないとき。 ものを含みます。）の数が２以上１０以下とならないとき。

（エ）～（カ）（略） （エ）～（カ）（略）

カ～サ （略） カ～サ （略）

（略） （略） （略） （略）

第２ （略） 第２ （略）

第３ 通信料 第３ 通信料

１ 適用 １ 適用

通 信 料 の 適 用 通 信 料 の 適 用

（略） （略） （略） （略）

（７） の３ 第２種 ア 第２種契約者は、次表に規定する定額通信料を支払った場合に、 （７） の３ 第２種 ア 第２種契約者は、次表に規定する定額通信料を支払った場合に、

契約に係るデー ＦＯＭＡサービスの契約者回線との間のデータ通信モードによる通 契約に係るデー ＦＯＭＡサービスの契約者回線との間のデータ通信モードによる通

タ通信モードの 信（当社が別に定める通信を除きます。）に関する料金について、そ タ通信モードの 信（当社が別に定める通信を除きます。）に関する料金について、そ

定額通信料の適 の月間累計額（料金月単位で累計した額とし、この取扱いの選択の 定額通信料の適 の月間累計額（料金月単位で累計した額とし、この取扱いの選択の

用等 申出前又はこの取扱いの廃止後に利用した通信に係る料金額を除き 用等 申出前又はこの取扱いの廃止後に利用した通信に係る料金額を除き

ます。）に代えて、その定額通信料を適用する取扱い（以下「データ ます。）に代えて、その定額通信料を適用する取扱い（以下「データ

定額パック」といいます。）を選択することができます。この場合に 定額パック」といいます。）を選択することができます。この場合に

おいて、データ定額パックには次の区分があり、いずれか１つを選 おいて、データ定額パックには次の区分があり、いずれか１つを選

択し、あらかじめ当社に申し出ていただきます。 択し、あらかじめ当社に申し出ていただきます。

１契約ごとに １契約ごとに

区 分 定額通信料（月額） 定額上限値 上限 区 分 定額通信料（月額） 定額上限値 上限

回線数 回線数

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

シ フ データＳパ ３，５００円 ２ＧＢ ２０ シ データＳパック ３，５００円 ２ＧＢ １０

ン ァ ック （ ３，７８０円） ン （小容量） （ ３，７８０円）

グ ミ （小容量） グ

ル リ ル

パ ー データＭパ ５，０００円 ５ＧＢ ２０ パ データＭパック ５，０００円 ５ＧＢ １０

ッ シ ック （５，４００ 円） ッ （標準） （５，４００ 円）
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ク ン （標準） ク

グ

ル データＬパ ６，７００円 ８ＧＢ ２０ データＬパック ６，７００円 ８ＧＢ １０

パ ック （ ７，２３６円） （大容量） （ ７，２３６円）

ッ （大容量）

ク

ビ データＳパ ３，５００円 ２ＧＢ １０

ジ ック （ ３，７８０円）

ネ （小容量）

ス

シ データＭパ ５，０００円 ５ＧＢ １０

ン ック （５，４００ 円）

グ （標準）

ル

パ データＬパ ６，７００円 ８ＧＢ １０

ッ ック （ ７，２３６円）

ク （大容量）

フ シェアパック１０ ９，５００円 １０ＧＢ ２０ フ シェアパック１０ ９，５００円 １０ＧＢ １０

ァ （小容量） （１０，２６０円） ァ （小容量） （１０，２６０円）

ミ ミ

リ シェアパック１５ １２，５００円 １５ＧＢ ２０ リ シェアパック１５ １２，５００円 １５ＧＢ １０

｜ （標準） （１３，５００円） ｜ （標準） （１３，５００円）

シ シ

ェ シェアパック２０ １６，０００円 ２０ＧＢ ２０ ェ シェアパック２０ １６，０００円 ２０ＧＢ １０

ア （大容量） （１７，２８０円） ア （大容量） （１７，２８０円）

パ パ

ッ シェアパック３０ ２２，５００円 ３０ＧＢ ２０ ッ シェアパック３０ ２２，５００円 ３０ＧＢ １０

ク （大容量） （２４，３００円） ク （大容量） （２４，３００円）

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

イ アの規定にかかわらず、次のいずれかに該当するときは、データ イ アの規定にかかわらず、次のいずれかに該当するときは、データ

定額パックを選択することができません。 定額パックを選択することができません。

（ア）ファミリーシングルパック又はファミリーシェアパックを選択 （ア）ファミリーシェアパックを選択するＦＯＭＡの契約者名義が

するＦＯＭＡの契約者名義が法人（法人に相当するものと当社が 法人（法人に相当するものと当社が認めるものを含みます。以下

認めるものを含みます。以下この欄において同じとします。）のと この欄において同じとします。）のとき。

き。

（イ）ビジネスシングルパック又はビジネスシェアパックを選択する （イ）ビジネスシェアパックを選択するＦＯＭＡの契約者名義が法人

ＦＯＭＡの契約者名義が法人以外のとき。 以外のとき。

ウ～ナ （略） ウ～ナ （略）

（略） （略） （略） （略）

（８） ショートメッ ア （略） （８） ショートメッ ア （略）

セージ通信モー イ 基本使用料の料金種別が総合利用プランのＦＯＭＡ（共用ＦＯＭ セージ通信モー イ 基本使用料の料金種別が総合利用プランのＦＯＭＡ（共用ＦＯＭ

ドによる通信の Ａに係るものを除きます。）の国際ショートメッセージ通信モードに ドによる通信の Ａに係るものを除きます。）の国際ショートメッセージ通信モードに

料金の適用 係る通信の料金は、（９）、（１０） 及び（１０）の３に規定する控除残額及び 料金の適用 係る通信の料金は、（９）、（１０） 及び（１０）の２に規定する控除残額及び

繰越残額（当社の提供する電気通信サービスに係るその他の料金に 繰越残額（当社の提供する電気通信サービスに係るその他の料金に

適用される場合は、その料金に適用された額を控除した後の額とし 適用される場合は、その料金に適用された額を控除した後の額とし

ます。以下この欄において同じとします。）があるときは、アの規定 ます。以下この欄において同じとします。）があるときは、アの規定

により算定した額の月間累計額からその控除残額及び繰越残額の合 により算定した額の月間累計額からその控除残額及び繰越残額の合

計額を控除した額を適用します。 計額を控除した額を適用します。

－５－



ただし、その月間累計額が控除残額と繰越残額の合計額に満たな ただし、その月間累計額が控除残額と繰越残額の合計額に満たな

い場合は、その月間累計額を控除した額を適用します。 い場合は、その月間累計額を控除した額を適用します。

（９） 総合利用プラ ア 基本使用料の料金種別総合利用プランのＦＯＭＡの通信（当社 （９） 総合利用プラ ア 基本使用料の料金種別が第１種契約に係る総合利用プランのＦ

ンにおける通信 が別に定める通信を除きます。以下この欄、（１０）及び（１０）の３にお ンにおける通信 ＯＭＡの通信（当社が別に定める通信を除きます。以下この欄、

料の適用 いて同じとします。）に関する料金（他社相互接続通信に係る料金等 料の適用 （１０）、（１０）の２及び（１０）の３において同じとします。）に関する料金

通信料に合算して請求するものであって、当社が別に定めるものを （他社相互接続通信に係る料金等通信料に合算して請求するもので

含み、（８） の２に規定する料金を除きます。以下この欄において同 あって、当社が別に定めるものを含み、（８） の２に規定する料金を

じとします。）については、２（料金額）の規定により算定した額の 除きます。以下この欄において同じとします。）については、２（料

月間累計額（料金月単位で累計した額とします。以下この欄におい 金額）の規定により算定した額の月間累計額（料金月単位で累計し

て同じとします。）から次表に規定する控除可能額（（１０）に規定する た額とします。以下この欄において同じとします。）から次表に規定

控除可能額があるときは、その控除可能額を加算した額とします。） する控除可能額とイに規定する繰越額及びサに規定する引継繰越額

とイに規定する繰越額又は引継繰越額（サに規定するものをいい、 を控除した額を適用します。

当該料金月に生じたものに限ります。）を控除した額を適用します。

ただし、その月間累計額が次表に規定する控除可能額と繰越額の ただし、その月間累計額が次表に規定する控除可能額と繰越額の

合計額に満たない場合は、その月間累計額を控除した額を適用しま 合計額に満たない場合は、その月間累計額を控除した額を適用しま

す。 す。

１契約ごとに １契約ごとに

基本使用料の料金種別 控 除 可 能 額 基本使用料の料金種別 控 除 可 能 額

タイプＳＳ及びタイプＳＳ ２ｉｎ１ １，０００円 タイプＳＳ及びタイプＳＳ ２ｉｎ１ １，０００円

タイプＳ及びタイプＳ ２ｉｎ１ ２，０００円 タイプＳ及びタイプＳ ２ｉｎ１ ２，０００円

タイプＭ及びタイプＭ ２ｉｎ１ ４，０００円 タイプＭ及びタイプＭ ２ｉｎ１ ４，０００円

タイプＬ及びタイプＬ ２ｉｎ１ ６，０００円 タイプＬ及びタイプＬ ２ｉｎ１ ６，０００円

タイプＬＬ及びタイプＬＬ ２ｉｎ１ １１，０００円 タイプＬＬ及びタイプＬＬ ２ｉｎ１ １１，０００円

タイプシンプル タイプシンプル

タイプリミット ２，２００円 タイプリミット ２，２００円

タイプビジネス及びタイプビジネス ２ｉｎ１ ５，５００円 タイプビジネス及びタイプビジネス ２ｉｎ１ ５，５００円

タイプ２ｉｎ１ タイプ２ｉｎ１

ＦＯＭＡカケホーダイプラン（スマホ／タ

ブ）

ＦＯＭＡカケホーダイプラン（ケータイ）

イ この欄において繰越額とは、アの表中のただし書の場合における イ この欄において繰越額とは、アの表中のただし書の場合における

その控除可能額（（１０）に規定する控除可能額があるときは、その控 その控除可能額と月間累計額（当該料金月において控除可能な繰越

除可能額を加算した額とします。）及びサに規定する引継繰越額の合 額がある場合は、その額を控除した後の額とします。）の差額をい

計額と月間累計額（当該料金月において控除可能な繰越額がある場 い、翌料金月又は翌々料金月の総合利用プランに係る月間累計額か

合は、その額を控除した後の額とします。）の差額をいいます。 ら控除します。

ただし、エの規定によりその繰越額が国際アウトローミング利用 ただし、エの規定によりその繰越額が国際アウトローミング利用

料等から控除されたとき又は第１（基本使用料）の（５） のエの規定 料等から控除されたとき又は第１（基本使用料）の（５） のエの規定

の適用を受けたときは、その控除された額を繰越額から差し引いて の適用を受けたときは、その控除された額を繰越額から差し引いて

適用します。 適用します。

ウ～コ （略） ウ～コ （略）
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サ この欄において引継繰越額とは、第１種契約（基本使用料の料金 サ この欄において引継繰越額とは、第１種契約（基本使用料の料金

種別が総合利用プランに係るものに限ります。）の解除と同時に新た 種別が総合利用プランに係るものに限ります。）の解除と同時に新た

に第２種契約（基本使用料の料金種別が総合利用プランに係るもの に第２種契約（基本使用料の料金種別が総合利用プランに係るもの

に限ります。）又はＸｉ契約（基本使用料の料金種別が、Ｘｉサービ に限ります。）又はＸｉ契約（基本使用料の料金種別が、Ｘｉサービ

ス契約約款に規定する総合利用プランに係るものに限ります。）を締 ス契約約款に規定する総合利用プランに係るものに限ります。）を締

結した場合における、その第１種契約に係る繰越額のことをいいま 結した場合における、その第１種契約に係る繰越額のことをいい、

す。 その繰越額が発生した料金月、その翌料金月又は翌々料金月の総合

利用プランに係る月間累計額から控除します。

シ（略） シ（略）

ス イに規定する繰越額（（１０）のイに規定する繰越額があるときは、

その繰越額を加算した額とします。）は、当該料金月末日時点におい

て、ＦＯＭＡ契約者が選択している基本使用料の料金種別に係る控

除可能額に３を乗じた額を上限とし、本欄の規定を適用します。

ただし、２年定期契約等に係る通信料の月極割引（（１４）に規定

するものをいいます。以下この欄において同じとします。）の適用を

受けているときはこの限りでありません。

セ ２年定期契約等に係る通信料の月極割引の適用を受けている場合

の繰越額は、翌料金月又は翌々料金月の総合利用プランに係る月間

累計額から控除するものとします。この場合において、当該料金月

において控除できなかった前々々料金月又は前々料金月における繰

越額があるときの当該料金月における繰越額は、イの規定により算

定した繰越額からその控除できなかった繰越額を差し引いた額とし

ます。

（注）（略） （注）（略）

（１０）特定電話番号 ア 総合利用プランのＦＯＭＡについて、ＦＯＭＡサービス（旧プラ （１０）特定電話番号 ア ＦＯＭＡサービス（旧プランＦＯＭＡに限ります。）及びワイドス

への通信料の月 ンＦＯＭＡに限ります。）及びワイドスター通信サービスに関する契 への通信料の月 ター通信サービスに関する契約約款に規定する特定電話番号への通

極割引が適用さ 約約款に規定する特定電話番号への通信料の月極割引が適用される 極割引が適用さ 信料の月極割引が適用される通信（通信時間が３分を超えるものに

れる通信に関す 通信（通信時間が３分を超えるものに限ります。）の着信を受けた場 れる通信に関す 限ります。）の着信を受けた場合（当社が別に定める場合を除きま

る料金の適用 合（当社が別に定める場合を除きます。）は、次表に規定する控除可 る料金の適用 す。）、基本使用料の料金種別が総合利用プランのＦＯＭＡの通信に

能額を（９） に規定する控除可能額に加算します。 関する料金については、２ （料金額） の規定により算定した額の月

間累計額（料金月単位で累計した額とし、（９） に規定する控除可能

額及び繰越額を適用した後の額とします。以下この欄において同じ

とします。）から、次表に規定する控除可能額とイに規定する繰越額

を当社が別に定める方法により控除した額を適用します。

ただし、契約の解除があったときは、この限りでありません。 ただし、契約の解除があったときは、この限りでありません。

控 除 可 能 額 控 除 可 能 額

１通信につき３分を超える３分までごとに１０円として算定した額 １通信につき３分を超える３分までごとに１０円として算定した額

を料金月単位で累計した額 を料金月単位で累計した額

ただし、月間累計額がその額と繰越額の合計額に満たない場合は ただし、月間累計額がその額と繰越額の合計額に満たない場合は

その月間累計額 その月間累計額

イ この欄において繰越額とは、アの表中のただし書の場合における

その控除可能額と月間累計額（当該料金月において控除可能な繰越

額がある場合は、その額を控除した後の額とします。）の差額をい

い、翌料金月又は翌々料金月の月間累計額から控除します。

ウ 総合利用プランのＦＯＭＡの通信に関する料金の月間累計額が控

除可能額と繰越額の合計額に満たない場合は、この約款及び国際電

話サービス契約約款に定めるところにより、そのＦＯＭＡに係る国

際アウトローミング利用料、国際電話サービスの通話料又は国際

ショートメッセージ通信料から控除残額（控除可能額と繰越額の合

計額からその月間累計額を控除した額をいいます。）を控除します。
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イ （１４）に規定する２年定期契約等に係る通信料の月極割引の適用

を受けている場合の繰越額は、翌料金月又は翌々料金月の月間累計

額から控除するものとします。この場合において、当該料金月にお

いて控除できなかった前々々料金月又は前々料金月における繰越額

があるときの当該料金月における繰越額は、イの規定により算定し

た繰越額からその控除できなかった繰越額を差し引いた額としま

す。

（１０）の２ 削除 （１０）の２ 複数回 ア 総合利用プランを選択しているＦＯＭＡ契約者が、第１（基本使

線複合割引の適 用料）の１の（３） に規定する複数回線複合割引の適用を受けている

用を受けている 場合は、そのＦＯＭＡの通信に関する料金については、２（料金

ＦＯＭＡに係る 額）の規定により算定した額の月間累計額（料金月単位で累計した

繰越額の適用 額とし、控除可能額及び繰越額（（９）及び（１０）に規定するものをいい

ます。以下この欄において同じとします。）を適用した後の額としま

す。以下この欄において同じとします。）からイに規定する繰越共有

額を控除した額を適用します。

ただし、その月間累計額が繰越共有額に満たない場合は、その月

間累計額を控除した額を適用します。

イ この欄において繰越共有額とは、そのＦＯＭＡに係る割引回線群

を構成する他の割引選択回線において、翌料金月又は翌々料金月に

控除できなかった繰越額又は引継繰越額（Ｘｉサービス契約約款に

規定するものをいいます。）が生じたときに、その合計額をその割引

回線群を構成する割引選択回線（データ専用プランに係るものを除

きます。）に係る月間累計額及び国際アウトローミング利用等に係る

料金の月間累計額の合計額に応じて当社が分配する額をいい、その

料金月の月間累計額から控除します。

ウ 割引代表回線に係るＦＯＭＡ契約者は、イに規定する「他の割引

選択回線」を「他の割引選択回線（当社が別に定める方法により、

そのＦＯＭＡと料金その他の債務を一括して請求しているＦＯＭＡ

若しくはＸｉに限ります。以下この欄において同じとします。）」に

読み替えて適用する取扱いを選択することができます。

エ 当社は、割引代表回線に係るＦＯＭＡ契約者からウに規定する申

出があったときは、その割引代表回線に係る割引回線群を構成する

他の割引選択回線についても、ウの規定を適用します。

オ アからエの規定にかかわらず、割引選択回線に係る契約の解除又

は名義変更があった場合は、その割引選択回線に係る繰越共有額が

適用されないことがあります。

カ アのただし書の場合においては、国際アウトローミング利用等に

係る料金から繰越残額（繰越共有額からその月間累計額を控除した

額をいいます。）を控除します。

キ 指定割引回線群（（１３）に規定するものをいいます。）に属するＦ

ＯＭＡ（基本使用料の料金種別がタイプ２ｉｎ１であるもの、２年定期

契約若しくは第２種契約を締結しているもの及び第１（基本使

用料）の１の（７） に規定する身体障がい者等割引の適用を受けてい

るＦＯＭＡ（第１種契約に係るものに限ります。）に限ります。）に係

る通信に関する料金については、アからカの規定に準じて取り扱い

ます。

（１０）の３ ２年定 ア（略） （１０）の３ ２年定 ア（略）

期契約に係る通 イ この欄において繰越共有額とは、そのＦＯＭＡに係る指定割引回 期契約に係る通 イ この欄において繰越共有額とは、そのＦＯＭＡに係る指定割引回

信料月極割引の 線群（（１４）に規定するものをいいます。）を構成する他のＦＯＭＡ又 信料月極割引の 線群（（１４）に規定するものをいいます。）を構成する他のＦＯＭＡ又

適用を受けてい はＸｉ（当社が別に定める方法により、そのＦＯＭＡと料金その他 適用を受けてい はＸｉ（当社が別に定める方法により、そのＦＯＭＡと料金その他

るＦＯＭＡに係 債務を一括して請求しているものに限ります。以下この欄において るＦＯＭＡに係 債務を一括して請求しているものに限ります。以下この欄において
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る繰越額の適用 「共有対象ＦＯＭＡ等」といいます。）において、当該料金月におい る繰越額の適用 「共有対象ＦＯＭＡ等」といいます。）において、翌料金月又は翌々

て控除できなかった前々料金月に新たに生じた繰越額又は引継繰越 料金月に控除できなかった繰越額又は引継繰越額（Ｘｉサービス契

額（Ｘｉサービス契 約約款に規定するものをいいます。）が生じた 約約款に規定するものをいいます。）が生じたときに、その合計額を

ときに、その合計額をそのＦＯＭＡ及び共有対象ＦＯＭＡ等に係る そのＦＯＭＡ及び共有対象ＦＯＭＡ等に係る月間累計額及び国際ア

月間累計額及び国際アウトローミング利用等に係る料金の月間累計 ウトローミング利用等に係る料金の月間累計額の合計額に応じて当

額の合計額に応じて当社が分配する額をいい、その料金月の月間累 社が分配する額をいい、その料金月の月間累計額から控除します。

計額から控除します。 ウ～エ（略）

ウ～エ（略）

（略） （略） （略） （略）

第２表～第３表 第２表～第３表

第４表 国際アウトローミング利用料 第４表 国際アウトローミング利用料

１ 適用 １ 適用

国際アウトローミング利用料の適用 国際アウトローミング利用料の適用

（略） （略） （略） （略）

（３） 国 際 ア ウ ト ア（略） （３） 国 際 ア ウ ト ア（略）

ローミング利用 イ 料金表第１表第３（通信料）の１（適用） の （９）及び（１０）の３に規定 ローミング利用 イ 料金表第１表第３（通信料）の１（適用） の （９）及び（１０）の２に規定

料の適用等 する控除残額及び繰越残額があるときは、アの規定により算定した 料の適用等 する控除残額及び繰越残額があるときは、アの規定により算定した

額の月間累計額（料金月単位で累計（請求の際に確認できなかった 額の月間累計額（料金月単位で累計（請求の際に確認できなかった

料金については確認ができた料金月に累計）した額とし、（５） 又は 料金については確認ができた料金月に累計）した額とし、（５） 又は

（７）の適用を受ける通信に係るものを除きます。）からその控除残額 （７）の適用を受ける通信に係るものを除きます。）からその控除残額

及び繰越残額を控除した額を適用します。 及び繰越残額を控除した額を適用します。

ただし、その月間累計額が控除残額と繰越残額の合計額に満たな ただし、その月間累計額が控除残額と繰越残額の合計額に満たな

い場合は、その月間累計額を控除した額を適用します。 い場合は、その月間累計額を控除した額を適用します。

ウ（略） ウ（略）

（注）（略） （注）（略）

（略） （略） （略） （略）

別表１～別表８ （略） 別表１～別表８ （略）

別表９ 国際アウトローミングに係る外国の電気通信事業者 別表９ 国際アウトローミングに係る外国の電気通信事業者

１ ２以外のもの １ ２以外のもの

地域 事業者名 利用できる通信の種類及び国際アウトローミ 地域 事業者名 利用できる通信の種類及び国際アウトローミ

ング利用料の区分（通話モード又は６４ｋｂ／ｓデ ング利用料の区分（通話モード又は６４ｋｂ／ｓデ

ジタル通信モードにより国際アウトローミン ジタル通信モードにより国際アウトローミン

グに係る電気通信回線へ着信する通信に係る グに係る電気通信回線へ着信する通信に係る

ものを除きます。）に係るグループ ものを除きます。）に係るグループ

－９－



通話モード ６４ｋｂ／ｓデ パケット ショート 通話モード ６４ｋｂ／ｓデ パケット ショート

ジタル通 通信モー メッセー ジタル通 通信モー メッセー

信モード ド ジ通信モ 信モード ド ジ通信モ

ード ード

南 アメリカ合衆 南 アメリカ合衆

・ 国 ・ 国

北 （略） （略） （略） （略） （略） 北 （略） （略） （略） （略） （略）

ア ア

メ メ

リ リ

カ カ

地 地 Ｃｉｎｃｉｎｎａｔｉ Ｂｅｌｌ Ｗｉｒｅｌｅ ８ － Ａ ○

方 方 ｓｓ， ＬＬＣ ●

Ⅰ

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

ア ア

ジ ジ

ア （略） （略） （略） （略） （略） （略） ア （略） （略） （略） （略） （略） （略）

地 地

方 方

オ オ

セ セ

ア （略） （略） （略） （略） （略） （略） ア （略） （略） （略） （略） （略） （略）

ニ ニ

ア ア

地 地

方 方

ヨ ヨ

︲ （略） （略） （略） （略） （略） （略） ︲ （略） （略） （略） （略） （略） （略）

ロ ロ

ッ ッ

パ スイス連邦 Ｓａｌｔ Ｍｏｂｉｌｅ ＳＡ （略） （略） （略） （略） パ スイス連邦 Ｏｒａｎｇｅ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ （略） （略） （略） （略）

地 地 ＳＡ

方 方

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）
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（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

ロシア ロシア

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

ＭｅｇａＦｏｎ， Ｐｕｂｌｉｃ Ｊｏｉｎｔ （略） （略） （略） （略） ＭｅｇａＦｏｎ， Ｏｐｅｎ Ｊｏｉｎｔ Ｓｔ （略） （略） （略） （略）

Ｓｔｏｃｋ Ｃｏｍｐａｎｙ ｏｃｋ Ｃｏｍｐａｎｙ

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

ア ア

フ フ

リ （略） （略） （略） （略） （略） （略） リ （略） （略） （略） （略） （略） （略）

カ カ

地 地

方 方

備考 備考

１～２ （略） １～２ （略）

（注）通信の種類のうち△印が付されているものについては、平成２７年７月３０日までの間にお （注）通信の種類のうち△印が付されているものについては、平成２７年６月３０日までの間にお

いて提供開始予定であり、それぞれ提供が開始されたときにはインターネット等を利用し いて提供開始予定であり、それぞれ提供が開始されたときにはインターネット等を利用し

てそのことを掲示します。 てそのことを掲示します。

２ （略） ２ （略）

別表１０ （略） 別表１０ （略）

附則（平成２７年５月２１日経企第 ３５４号）

（実施期日）

１ この改正規定は、平成２７年６月１日から実施します。

（料金の支払いに関する経過措置）

２ この改正規定実施前に、改正前の規定により支払い又は支払わなければならなかったＦＯ

ＭＡサービスの料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。

（その他）

３ 経企第 ９７４号（平成２０年１１月２１日）の附則第４項第５号中「（１）から（４）」を「（１）から

（５）」へ改め、同号を第６ 号とし、第４号の次に次の一号を加えます。

（５） ＦＯＭＡパケットパック１０又はＦＯＭＡパケットパック３０を選択している場合は、

料金表第１第３（通信料）の１（適用）の（９） のスの規定における「控除可能額」を

「控除可能額に次表に規定する加算額を加算した額」に読み替えて適用します。

区 分 加算額
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ＦＯＭＡパケットパック１０ １，０００円

ＦＯＭＡパケットパック３０ ３，０００円

４ 経企第１２８５号（平成２１年２月２３日）の附則第４項第５号中「（１）から（４）」を「（１）から

（５）」へ改め、同号を第６ 号とし、第４号の次に次の一号を加えます。

（５） ＦＯＭＡパケットパック６０又はＦＯＭＡパケットパック９０を選択している場合は、

料金表第１第３（通信料）の１（適用）の（９） のスの規定における「控除可能額」を

「控除可能額に次表に規定する加算額を加算した額」に読み替えて適用します。

区 分 加算額

ＦＯＭＡパケットパック６０ ６，０００円

ＦＯＭＡパケットパック９０ ９，０００円

５ 経企第８４８ 号（平成１７年１０月２５日）の附則第３ 項第１４号中「（１） から（１３）」を「（１）か

ら（１４）」へ改め、同号を第１５号とし、第１３号の次に次の一号を加えます。

（１４）当社は、旧プランＦＯＭＡに係る定期契約の満了について、当該旧プランＦＯＭＡに

係る定期契約の満了日の属する暦月において、当社が定める方法により、当該旧プラン

ＦＯＭＡに係る定期契約者（当社が定める者を除きます。）に通知します。

６ 経企第２９４ 号（平成２１年６ 月２４日）の附則第５ 項第１１号中「（１） から（１０）」を「（１） か

ら（１１）」へ改め、同号を第１２号とし、第１０号の次に次の一号を加えます。

（１１）当社は、定額データプランＨＩＧＨ－ＳＰＥＥＤに係る定期契約の満了について、当該定額デー

タプランＨＩＧＨ－ＳＰＥＥＤ に係る定期契約の満了日の属する暦月において、当社が定める方

法により、当該定額データプランＨＩＧＨ－ＳＰＥＥＤに係る定期契約者（当社が定める者を除き

ます。）に通知します。

７ 経企第１２００号（平成２２年２ 月２２日）の附則第３ 項第１１号中「（１） から（１０）」を「（１） か

ら（１１）」へ改め、同号を第１２号とし、第１０号の次に次の一号を加えます。

（１１）当社は、ファミリーワイド等に係る定期契約の満了について、当該ファミリーワイド

等に係る定期契約の満了日の属する暦月において、当社が定める方法により、当該ファミ

リーワイド等に係る定期契約者（当社が定める者を除きます。）に通知します。

８ 経企第１０２２号（平成２５年１１月１４日）の附則第３ 項第９ 号中「（１） から（８ ）」を「（１） か

ら（９） 」へ改め、同号を第１０号とし、第８ 号の次に次の一号を加えます。

（９） 当社は、お便りフォトプラン等に係るＦＯＭＡユビキタス定期契約の満了について、

当該お便りフォトプラン等に係るＦＯＭＡユビキタス定期契約の満了日の属する暦月に

おいて、当社が定める方法により、当該お便りフォトプラン等に係るＦＯＭＡユビキタ

ス定期契約者（当社が定める者を除きます。）に通知します。

９ 経企第１２５１号（平成２６年１月１０日）の附則第５ 項及び第６項を次のように改めます。

（１） 附則第５ 項第８ 号中「（１） から（７） 」を「（１） から（８）」へ改め、同号を第９号とし、

第７号の次に次の一号を加えます。

（８）当社は、定額データプランスタンダードに係る２年定期契約の満了について、当該に

定額データプランスタンダード係る２年定期契約の満了日の属する暦月において、当

社が定める方法により、当該定額データプランスタンダードに係る２年定期契約者

（当社が定める者を除きます。）に通知します。

（２） 附則第６ 項第８ 号中「（１） から（７） 」を「（１） から（８）」へ改め、同号を第９号とし、

第７ 号の次に次の一号を加えます。

（８）当社は、定額データプランフラットに係る２年定期契約の満了について、当該に定額デ

ータプランスフラットに係る２年定期契約の満了日の属する暦月において、当社が定める

方法により、当該定額データプランフラットに係る２年定期契約者（当社が定める者を除

きます。）に通知します。
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（掲示）

ワ イ ド ス タ ー 通 信 サ ー ビ ス 契 約 約 款 の 一 部 改 正

〔改 正〕 〔現 行〕

第１章～第１４章 （略） 第１章～第１４章 （略）

料金表 料金表

通則 通則

１～１９ （略） １～１９ （略）

２０ 前項の規定により電子媒体による請求額情報の通知の取扱いの廃止があったときは、その ２０ 前項の規定により電子媒体による請求額情報の通知の取扱いの廃止があったときは、その廃

廃止があった日を含む暦月までのそのワイドスターに係る料金等を、第１７項に規定する減額 止があった日を含む暦月の翌暦月までのそのワイドスターに係る料金等を、第１７項に規定する

の対象とします。 減額の対象とします。

ただし、歴月の初日におけるワイドスター契約の解除により電子媒体による請求額情報の

通知の取扱いの廃止があったときは、その廃止があった日を含む暦月の前暦月までのそのワ

イドスターに係る料金等を、第１７項に規定する減額の対象とします。

２１～２４ （略）

（注）（略） ２１～２４ （略）

（注）（略）

第１表～第５表 （略）

第１表～第５表 （略）

別表１～別表８ （略）

別表１～別表８ （略）

附 則（平成２７年５月２１日経企第 ３５４号）

（実施期日）

１ この改正規定は、平成２７年６月１日から実施します。

（経過措置）

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかったワイドスター通信サービス

の料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。
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（掲示）

Ｉ Ｐ 通 信 網 サ ー ビ ス 契 約 約 款 の 一 部 改 正

〔改 正〕 〔現 行〕

第１章～第２章 （略） 第１章～第２章 （略）

第３章 ＩＰ通信網契約 第３章 ＩＰ通信網契約

第１節～第２節 （略） 第１節～第２節 （略）

第３節 定期契約 第３節 定期契約

第１８条～第１９条 （略） 第１８条～第１９条 （略）

（定期契約の満了） （定期契約の満了）

第２０条 定期契約は、当社がその定期契約に基づく提供開始日の属する暦月の翌 第２０条 定期契約は、当社がその定期契約に基づく提供開始日の属する暦月の翌

暦月の初日（提供開始日が暦月の初日となる場合はその日とします。以下この 暦月の初日（提供開始日が暦月の初日となる場合はその日とします。以下この

条において「起算日」といいます。）から起算して２年が経過することとなる 条において「起算日」といいます。）から起算して２年が経過することとなる

日をもって満了となります。 日をもって満了となります。

第２１条～第２２条 （略） 第２１条～第２２条 （略）

第４章～第１０章 （略） 第４章～第１０章 （略）

第１１章 料金等 第１１章 料金等

第１節 （略） 第１節 （略）

第２節 料金等の支払義務 第２節 料金等の支払義務

（基本使用料等の支払義務） （基本使用料等の支払義務）

第３９条 契約者は、提供開始日（その契約に基づいて当社が契約者回線の提供を 第３９条 契約者は、その契約に基づいて当社が契約者回線の提供を開始した日から

開始した日（料金表第１表（料金）に規定するプロバイダありプランを選択し 起算して契約の解除があった日の前日までの期間（提供を開始した日と解除が

ている場合であって、提携プロバイダ事業者がその契約者回線に係るプロバイ あった日が同一の日である場合は、１日間とします。）について、料金表第１表

ダサービスの契約の申出を承諾したときは、当社が契約者回線の提供を開始し 第１（基本使用料）に規定する料金の支払いを、端末設備の貸与の申出を承諾し

たこと及び提携プロバイダ事業者による提携サービスの提供が開始したことを た日から起算して端末設備の貸与の廃止があった日の前日までの期間（貸与を開

当社が確認した日）とします。以下同じとします。）から起算して契約の解除 始した日と廃止があった日が同一の日である場合は、１日間とします。）につい

があった日の前日までの期間（提供開始日と解除があった日が同一の日である て、料金表第１表第２（端末設備）に規定する料金の支払いを要します。この場

場合は、１日間とします。）について、料金表第１表第１（基本使用料）に規 合において、契約者が料金表第１表第１（基本使用料）に規定するプロバイダあ

定する料金の支払いを、端末設備の貸与の申出を承諾した日から起算して端末 りプランを選択しているときは、当社はプロバイダサービスに係る料金（以下

設備の貸与の廃止があった日の前日までの期間（貸与を開始した日と廃止が 「プロバイダ料金」といいます。）を、基本使用料に合算して請求します。

あった日が同一の日である場合は、１日間とします。）について、料金表第１ ただし、料金表第１表（料金）に別段の定めがある場合は、その定めるところ

表第２（端末設備）に規定する料金の支払いを要します。この場合において、 によります。

契約者が料金表第１表第１（基本使用料）に規定するプロバイダありプランを

選択しているときは、当社はプロバイダサービスに係る料金（以下「プロバイ

ダ料金」といいます。）を、基本使用料に合算して請求します。

ただし、料金表第１表（料金）に別段の定めがある場合は、その定めるとこ

ろによります。

２～３ （略） ２～３ （略）

４ ＩＰ通信網サービスの契約と同時にプロバイダありプランを選択した場合で

あって、当社が定める期日までに提携プロバイダ事業者によりその契約者回線

に係るプロバイダサービスの提供が開始されないときは、契約締結の時点でプ

ロバイダなしプランを選択していたものとみなして取扱います。
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第４０条～第４３条 （略） 第４０条～第４３条 （略）

第３節～第５節 （略） 第３節～第５節 （略）

第１２章～第１５章 （略） 第１２章～第１５章 （略）

通則 通則

１～２ （略） １～２ （略）

３ 当社は、次の場合が生じたときは、基本使用料等のうち月額で定める料金 ３ 当社は、次の場合が生じたときは、基本使用料等のうち月額で定める料金

（以下この項において「月額料金」といいます。）をその利用日数に応じて （以下この項において「月額料金」といいます。）をその利用日数に応じて

日割します。 日割します。

（１） 暦月の初日以外の日が提供開始日であったとき。 （１） 暦月の初日以外の日に契約者回線の提供又は端末設備の貸与の開始があったとき。

（２） 暦月の初日以外の日に契約の解除又は端末設備の貸与の廃止があったとき。

（３） 暦月の初日に契約者回線の提供又は端末設備の貸与を開始し、その日にその契約の解

除、端末設備の貸与の廃止があったとき。

（４） 暦月の初日以外の日に基本使用料の料金種別の変更等により月額料金の額が増加又は減

少したとき。この場合、増加又は減少後の月額料金は、その増加又は減少のあった日から

適用します。

（２） 暦月の初日が提供開始日であって、その日にその契約の解除があったとき。

（３） 暦月の初日以外の日に端末設備の貸与の開始があったとき。

（４） 暦月の初日に端末設備の貸与を開始し、その日にその端末設備の貸与の廃止があった

とき。

（５） 暦月の初日以外の日に契約の解除又は端末設備の貸与の廃止があったとき。

（６） 暦月の初日以外の日に基本使用料の料金種別の変更等により月額料金の額が増加又は

減少したとき。この場合、増加又は減少後の月額料金は、その増加又は減少のあった日

から適用します。

（７） 第３９条（基本使用料等の支払義務）第２項第３号の表の規定に該当するとき。 （５） 第３９条（基本使用料等の支払義務）第２項第３号の表の規定に該当するとき。

４～１８ （略） ４～１８ （略）

料金表 料金表

通則 通則

１～１８ （略） １～１８ （略）

（注）（略） （注）（略）

第１表～第３表 （略） 第１表～第３表 （略）

別表１ （略） 別表１ （略）

別表２ 付加機能 別表２ 付加機能

種 類 提 供 条 件 種 類 提 供 条 件

ドコモｎｅｔ機能 （１） 基本使用料の料金種別がプロバイダあり ドコモｎｅｔ機能 （１） 基本使用料の料金種別がプロバイダあり

（１） ＩＰ通信網サービスにおいてインタ プラン（提携プロバイダ事業者のプロバイダ ＩＰ通信網サービスにおいてインターネ プラン（提携プロバイダ事業者のプロバイダ

ーネットサービスを利用できるように サービスを指定している場合を除きます。） ットサービスを利用できるようにする機能 サービスを指定している場合を除きます。）

－２－



する機能（以下「インターネット接続 に限り提供します。 をいいます。 に限り提供します。

サービス」といいます。）をいいます。 （２） この機能を利用して送受信された情報等

（２） この機能を利用している契約者は、 が破損又は滅失することがあります。この場

当社が割り当てた電子メール（インタ 合において、当社は一切の責任を負わないも

ーネット・メール・プロトコルに基づ のとします。

いて送受信される文字メッセージ等を （２） 当社が定める通信プロトコル及び通信ポ （３） 当社が定める通信プロトコル及び通信ポ

いいます。以下同じとします。）のアド ートに係る通信の伝送速度を制限することが ートに係る通信の伝送速度を制限することが

レス（以下「メールアドレス」といい あります。 あります。

ます。）を使用して、当社が設置するメ （３） 当社は、契約者がインターネット接続 （４） 一定期間内に大量又は多数の通信があっ

ール蓄積装置により電子メールの蓄 サービスを利用する場合において、当社が たと当社が認めた場合に、通信の伝送速度を

積、受信等を行うことができるように 指定する児童ポルノ掲載アドレスリスト作 制限することがあります。

する機能（以下この欄において「イン 成管理団体により児童の権利等を著しく侵 （５） この機能の利用中止その他の提供条件に

ターネットメール機能」といいます。） 害するものであることが明白な画像等を含 ついては、当社が別に定めるところによりま

を利用することができます。 むと判定された情報を受信できないように す。

（３） この機能を利用している契約者は、 することがあります。

インターネットメール機能に係る電子 （４） 一定期間内に大量又は多数の通信があっ

メールの送受信時において、コンピュ たと当社が認めた場合に、通信の伝送速度

ータウイルス（コンピュータについて を制限することがあります。

その意図に沿うべき動作をさせず、又 （５） 当社は、インターネットメール機能を利

はその意図に反する動作をさせる不正 用するためのメールアドレスを、当社が別

な指令に係る電磁的記録その他の記録 に定めるところにより契約者識別番号１番

をいいます。以下同じとします。）につ 号ごとに割り当てます。

いて当社が認定したものを検知し、そ （６） 当社は、技術上又は業務の遂行上やむを

れを消去又はそのコンピュータウイル 得ない理由があるときは、メールアドレス

スを含む電子メールの一部若しくは全 を変更することがあります。

部を消去する機能（以下この欄におい （７） 蓄積できる電子メールの情報量は当社が

て「メールウイルスチェック機能」と 別に定めるところによります。

いいます。）を利用することができま （８） メールウイルスチェック機能により、コ

す。 ンピュータウイルスを検知し、消去したと

きは、そのことをその契約者（その電子メ

ールの相手先となる送信者又は受信者がイ

ンターネットメール機能を利用している契

約者であった場合は、その契約者を含みま

す。）に、通知します。

（９） この機能を利用して送受信された情報

等が破損又は滅失することがあります。こ

の場合において、当社は一切の責任を負わ

ないものとします。

（１０）ドコモｎｅｔ機能の利用中止その他の提

供条件については、当社が別に定めるとこ

ろによります。

（注１）この機能の利用中止その他の提供条

件については、「ドコモｎｅｔご利用規

則」に定めるところによります。

（注２） 当社は、メールウイルスチェック機

能によって全てのコンピュータウイルス

を検知し消去することを保証するも

のではありません。

－３－



附則（平成２７年５月２１日経企第 ３５４号）

（実施期日）

１ この改正規定は、平成２７年６月１日から実施します。

（料金の支払いに関する経過措置）

２ この改正規定実施前に、改正前の規定により支払い又は支払わなければならなかったＩＰ

通信網サービスの料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。

（その他）

３ ＩＰ通信網契約（この改正規定実施前に申込があったものに限ります。）については、第

３９条（基本使用料等の支払義務）第４項の規定を適用しません。

－４－
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